
 
 

 
 
 

人に「戸籍」があるように、土地には「地

籍」があります。戸籍は人に関する記録であ

り、地籍は土地に関する記録です。 

ところが、土地に関する記録として広く利

用されている公図の多くは、明治時代の地租

改正事業によって作られた地図（字限図）を

基にしたもので、土地の境界が不明確であっ

たり、測量も不明確であったりするため、土

地の実態を把握することができません。 

限りある国土の有効利用・保全のためには、

土地の実態を正確に把握する地籍調査を実施

する必要があります。地籍調査により作成さ

れた「地籍図」と「地籍簿」は、土地の境界、

面積、形状などを正確に示したもので、個人

の土地取引から公的機関による整備・開発ま

で、およそ土地に関するあらゆる行為のため

の基礎データとなるものです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

地籍調査前（公図） 

地籍調査後（地籍図） 

 

地租改正時の測量風景 

 

現代の GPS 測量風景 



     
 

１ 公共事業の円滑化 

  地籍調査の成果は、各種公共事業の計画

策定・用地買収等の円滑化に大いに寄与す

るところがあります。 

  例えば、土地区画整理事業を実施する場

合、事前の調査や測量に多大な労力を費や

すことが多いといえます。しかし、地籍調

査が既に行われていれば、土地所有者の実

態が明らかなため、換地も容易に進めるこ

とができます。 

  また、道路の舗装を実施する場合にも、

官民境界が不明確なために事業がなかなか

進まないといった状況に陥ることなく、道

路台帳も容易に作成することができます。 

２ 住民間や官民間の土地にかかるトラブルの防止 

  土地の境界が不明確なため、住民間や官

民間において境界紛争等様々なトラブルが

発生する場合があります。 

  地籍調査の実施は、このようなトラブル

を未然に防ぐことにつながります。また、

地籍調査成果により、市等が管理する行政

財産の境界等が明らかとなり、管理を適正

に行うことができます。 

３ 災害等の復旧 

  土砂崩れ、水害等の災害が起きてしまっ

た場合、地籍調査が行われていれば、個々

の土地が経緯度と関連づけされているため、

元の位置を容易に確認することができ、復

旧事業を円滑に進めることができます。 

 

 

 



  

１ 準備 

事業計画を策定して、市民の皆さんへ説明

会などを行います。 

 

 

２ 一筆地の調査 

 一筆毎の土地について関係者立ち会いの  

もと、所有者・地番・地目・境界の調査を行

います。     

    

      

３ 地籍測量 

 測量の基礎となる図根点を設置して、一筆

毎の土地境界の位置及び面積を測定します。                     
 

 

４ 成果の閲覧 

 作成した地籍簿と地籍図の原案を皆さんに

閲覧していただき、誤り等がないかを確認し

ていただきます。 
 

 

５ 法務局へ送付 

 地籍簿と地籍図の写しを法務へ送付します。

これにより、法務局において土地登記簿が書

き改められるとともに、不動産登記法の地図

として備え付けられます。 

 

 

 

 

 



 境界が決まらないときは？   

 地籍調査では、境界を明らかにすることがもっとも重要なことです。もし、

これが出来ませんと調査も測量も出来ず、地籍図も作成できません。 

 隣接者との境界が、どうしても決まらないときは『筆界未定地』という扱い

になり事業完了後、所有者の間で境界を決定し、自分たちの費用で測量し、法

務局に地図と地積の修正を申請することになり、大変な手間と経費がかかるこ

とになります。 

 この調査の趣旨を十分ご理解のうえ、境界は必ず決めていただくことが必要

です。 

 

 

 皆さんにお願いすること  

○ 市職員、測量業者などの土地立ち入りについて 

 地籍調査では、作業の性質上皆様の土地に立ち入ることがありますので、あ

らかじめご了承ください。 

 また、山林など見通しの悪いところでは、雑木・草などの刈り払いや枝払い

をすることがありますので、併せてご了承ください。 

○ 杭の保存について 

 境界杭は皆様にとって大切な杭ですし、測量で埋設した基準杭も、今後境界

杭の復旧測量などが行われるときに必要になってくる杭ですので、できる限り

永く保存されますようお願いいたします。 



○ 現地立会、閲覧は必ずご出席ください。 

 地籍調査は、土地所有者である皆様の確認・同意・承認がなければ次の作業

に進むことができません。立会・閲覧のときには、あらかじめご案内しますの

で、必ず印鑑持参のうえご出席くださいますようお願いいたします。 

 なお、都合で出席できない場合は、代理人をたてることができます。案内文

書に委任状を同封いたしますので、事前に送っていただくか、代理人から職員

へ渡すようにお願いいたします。 

 当日、立会がないと境界の確認ができず、隣地に大変迷惑をかけることにな

りますので、特にご注意を願います。 

○ 登記関係の処理はお早めに 

 地籍調査は、土地の表示部分について調査するだけですので、所有権を移転

することなどについてはできません。 

 贈与や売買などで所有者が代わっているのに、登記させていない場合や登記

簿上の所有者が既に亡くなっているような場合は、お早めに手続きを済ませて

いただくようお願いいたします。調査の際の連絡は、登記簿上の所有者に連絡

しますので、実際と違っている場合、連絡が遅れるなどの支障が出てまいりま

す。 

 

◇ 杭 を 残 し て 悔 い を 残 さ ず ◇ 

境界杭が貴方の財産を守ります。境界杭は自分で管理しましょう。 
 

 

 

 

 

 
 

 


